
令和６年度第２回 野田市特別職報酬等審議会 次第 

 

 

日時 令和７年２月１２日（水） 

午後２時３０分から 

場所 市役所低層棟４階 委員会室 

 

 

１  開 会 

 

２  市長挨拶 

 

３  議 題 

  （１）議員報酬及び特別職の職員の給料について（諮問） 

  （２）議員報酬及び特別職の職員の給料について（答申） 

 

４  その他 

 

５  閉 会 
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 議題１  議員報酬及び特別職の給料について（諮問） 

 

１ 議員報酬及び特別職の給料について 

 

（１）これまでの経緯 

 議員報酬及び特別職の給料につきましては、平成５年の答申で「人口、財政規模

その他類似する団体等近隣市の状況を十分に考慮し不均衡の見直しをされたい」と

の意見が付されており、平成９年度まで人事院勧告の改定率を基に、近隣市及び同

規模団体の状況等を参考にしながら改定してきました。 

 しかしながら、平成９年度の答申で「今回は近隣都市との是正をするための引き

上げであり、今年度以降の報酬額の決定については、定期的に見直しをし、近隣都

市との均衡を逸しないこと。」との意見が付されましたが、バブル崩壊後の景気後退

の影響もあり、翌年以降は審議会が開催されることはなく、報酬等についての議論

や額の改定が行われることはありませんでした。 

 期末手当についても、平成28年度までは一般職のボーナスの支給割合の改定に合

わせて見直しを行ってきましたが、平成29年度、平成30年度において「期末手当の

算定基礎となる議員報酬月額の検証を優先すべきである」等の理由により引上げが

行われませんでした。 

 期末手当につきましては、令和５年度の審議会において一般職に合わせた形で人

事院勧告を基にした期末手当の改定を行うこととの答申をいただきましたが、議員

報酬等の見直しについては結論が出ておりません。 

【令和６年度報酬月額（現行）】 

市 長     972,000円   議 長 547,000円 

副市長     831,000円   副議長 492,000円 

教育長     750,000円   議 員 450,000円 

水道事業管理者 740,000円    

 

（２）議員報酬及び特別職の給料の考え方について 

議員や特別職の職員は、一般職の職員とは職務の内容や職責等が大きく異なり、

報酬等についてもその職務の特殊性に応じて定められるものと考えます。このため、

民間賃金の比較等により決定される一般職の職員の給与改定の考え方を参考とする

以外にも、類似団体との比較やその時々の社会経済情勢等が反映されることが重要

となります。 

特に議員報酬の額については、住民からの要望等への活動など議員活動の量が増

加し、その質や内容がより高度なものに変化しています。また、議員の専業化傾向

もあり、生活給としての性質も重要な要素となります。今後、議員活動をより一層

充実させるためには、適正な水準を保障する必要があります。 
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（３）議員報酬等改定の方向性について 

今年度におきましては、最低賃金が時給50円、率にして4.9％引き上げられ、また

民間企業においては春闘での賃上げ回答が5.1％と33年ぶりに５％を超えるなど賃

上げの動きがより顕著となっているとともに、一般職に対する人事院勧告において

も2.76％と32年ぶりの水準で上昇となっており、社会全体で賃上げの機運が高まっ

ております。 

その一方で、物価上昇が続く中で、実質賃金がなかなか上がってこず、賃上げ率

が物価上昇率に追い付いていないのが現状となっており、今後の社会情勢も不透明

な現状を鑑みると、議員報酬等の引き上げに対し市民の理解を得ることが難しいと

いった面もあります。 

しかし、議員報酬については生活給的な要素が強くなってきており、以前より議

員活動の範囲が広がっていることや、議員年金制度が廃止され、退職金制度もない

現状は、若い人材が専業として議員を目指しにくい環境となっています。 

野田市におきましても、28名中13名の議員が専業として活動していますが、20代

が１名、50代が３名、60代以上が９名となっており、副業を持たない若い人材が立

候補しにくい状況となっています。 

議員報酬及び特別職の給料については明確な基準は定められておらず、それぞれ

の自治体の考え方によるものとなっております。昨年以降改定した近隣市や類似団

体におきましても、県内主要都市との較差是正に配慮する団体や、近隣市や類似団

体とのバランスをみる団体、人事院勧告の引上げ率を採用する団体や、物価上昇指

数を参考にする団体など引き上げの根拠とする指標は様々な状況でした。 

今回の諮問にあたり、議員報酬について人口規模の類似団体の平均額に合わせる

案を作成させていただきました。全国市議会議長会の調査で議員報酬の額はある程

度人口規模に比例しているとのデータがあります。近隣市は比較的人口規模の多い

団体となっていることから、議員活動内容等を考慮した際に、人口規模が同規模の

団体の方がより状況が似ていると思われるため、人口規模の類似団体（14～16万人

台）41市の平均報酬額に改定し、議長・副議長については、各自治体において議会

内での役割が異なることから他団体の状況は考慮せず、従前の議員との差額を据え

置く方向としております。 

最低賃金 1,026円⇒1,076円（+50円、4.9％） 

春闘回答 +5.1％（中小企業は 4.45％） 

人事院勧告 +2.76％ 

改定案 

 議 長  564,000円 （＋17,000円、＋3.11％） 

副議長  509,000円 （＋17,000円、＋3.46％） 

議 員  467,000円 （＋17,000円、＋3.78％） 
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なお、特別職の給料については、地域手当を考慮した額を近隣市と比較したとこ

ろ妥当な額と思われるため、据え置きの方向としております。 

また、資料として議員の定数について添付しています。 

 

案：人口規模の類似団体の平均額 （議員と議長・副議長の差額を維持） 

 議長 副議長 議員 

現 行 547,000円 492,000円 450,000円 

改定後 564,000円 509,000円 467,000円 

引上げ額及び引上げ率 
17,000円 

（3.11％） 

17,000円 

（3.46％） 

17,000円 

（3.78％） 

  

 

①議員報酬の額（令和７年１月時点） 

 議長 副議長 議員 

野田市 547,000円 492,000円 450,000円 

①-1 県内（37市）平均 
510,400円 

（△36,600円） 

458,200円 

（△33,800円） 

429,000円 

（△21,000円） 

①-2 東葛（９市）平均 
628,500円 

（81,500円） 

564,900円 

（72,900円） 

522,800円 

（72,800円） 

② 人口14～16万人台の市 

（41市）の平均 

560,100円 

（13,100円） 

502,100円 

（10,100円） 

466,800円 

（16,800円） 

                  ※カッコ内の数値は、野田市との比較 

 

②人口段階別の議員報酬の比較    （全国市議会議長会：令和５年12月） 

人口 市数 議長 副議長 議員 

５万人未満 300市 418,000 362,000 337,000 

５～10万人未満 234市 486,000 430,000 402,000 

10～20万人未満 147市 557,000 498,000 464,000 

20～30万人未満 40市 638,000 577,000 539,000 

30～40万人未満 27市 697,000 638,000 596,000 

40～50万人未満 17市 742,000 673,000 625,000 

50万人以上 7市 772,000 700,000 647,000 

特別区 23市 918,000 788,000 609,000 

指定都市 20市 972,000 875,000 799,000 

全国平均 815市 520,000 460,000 425,000 
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③ 議員報酬及び政務活動費（月額） 

 議長 順位 副議長 順位 議員 順位 政務活動費 

船橋市 759,000 1 686,000 1 613,000 1 80,000 

松戸市 720,000 3 660,000 2 590,000 3 50,000 

市川市 724,000 2 652,000 3 604,000 2 80,000 

柏市 677,600 4 605,600 4 585,300 4 80,000 

流山市 547,900 6 488,100 7 458,250 6 40,000 

浦安市 630,000 5 560,000 5 520,000 5 30,000 

野田市 547,000 7 492,000 6 450,000 8 22,500 

我孫子市 546,000 8 485,000 8 455,000 7 25,000 

鎌ケ谷市 505,000 9 455,000 9 430,000 9 20,000 

 

④ 議員報酬（政務活動費を含む月額） 

 議長 順位 副議長 順位 議員 順位 

船橋市 839,000 1 766,000 1 693,000 1 

松戸市 770,000 3 710,000 3 640,000 4 

市川市 804,000 2 732,000 2 684,000 2 

柏市 757,600 4 685,600 4 665,300 3 

流山市 587,900 6 528,100 6 498,250 6 

浦安市 660,000 5 590,000 5 550,000 5 

野田市 569,500 8 514,500 8 472,500 8 

我孫子市 571,000 7 510,000 7 480,000 7 

鎌ケ谷市 525,000 9 475,000 9 450,000 9 
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⑤ 特別職の給料の額（令和７年１月時点） 

 市長 副市長 教育長 

野田市 972,000円 831,000円 750,000円 

①-1 県内（37市）平均 
902,000円 

（△70,000円） 

755,600円 

（△75,400円） 

682,200円 

（△67,800円） 

①-2 東葛（９市）平均 
976,600円 

（4,600円） 

811,600円 

（△19,400円） 

732,600円 

（△17,400円） 

② 人口14～16万人台の市 

（41市）の平均 

978,200円 

（6,200円） 

805,700円 

（△25,300円） 

709,000円 

（△41,000円） 

                 ※カッコ内の数値は、野田市との比較 

 

 ⑥ 特別職の給料（月額） 

 市長 順位 副市長 順位 教育長 順位 

船橋市 1,076,000 1 818,000 5 730,000 7 

松戸市 1,050,000 2 860,000 1 760,000 1 

市川市 1,016,000 3 837,000 2 744,000 4 

柏市 974,900 5 801,400 6 731,400 6 

流山市 926,500 7 800,000 7 741,300 5 

浦安市 1,000,000 4 830,000 4 750,000 2 

野田市 972,000 6 831,000 3 750,000 2 

我孫子市 874,000 9 747,000 9 682,000 9 

鎌ケ谷市 900,000 8 780,000 8 705,000 8 

 

⑦ 特別職の給与（地域手当を含む月額） 

 市長 順位 副市長 順位 教育長 順位 地域手当（率） 

船橋市 1,205,120 1 916,160 4 817,600 4 １２％ 

松戸市 1,155,000 2 946,000 1 836,000 2 １０％ 

市川市 1,137,920 3 937,440 2 833,280 3 １２％ 

柏市 1,033,394 5 849,484 6 775,284 6 ６％ 

流山市 994,135 6 858,400 5 795,415 5 ７．３％ 

浦安市 1,120,000 4 929,600 3 840,000 1 １２％ 

野田市 972,000 7 831,000 7 750,000 7 支給なし 

我孫子市 874,000 9 747,000 9 682,000 9 支給なし 

鎌ケ谷市 900,000 8 780,000 8 705,000 8 支給なし 
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⑧ 一般職の人事院勧告の勧告率及び消費者物価指数（平成10年度を100とする） 

年度 月例給 積上げ 消費者物価指数 

平成 10年度 0.76％ 0.76％ 100.0 

平成 11年度 0.28％ 1.04％ 99.7 

平成 12年度 0.12％ 1.16％ 99.0 

平成 13年度 0.08％ 1.24％ 98.3 

平成 14年度 -2.03％ -0.79％ 97.4 

平成 15年度 -1.07％ -1.86％ 97.1 

平成 16年度 － -1.86％ 97.1 

平成 17年度 -0.36％ -2.22％ 96.8 

平成 18年度 － -2.22％ 97.1 

平成 19年度 0.35％ -1.87％ 97.1 

平成 20年度 － -1.87％ 98.5 

平成 21年度 -0.22％ -2.09％ 97.1 

平成 22年度 -0.19％ -2.28％ 96.4 

平成 23年度 -0.23％ -2.51％ 96.1 

平成 24年度 － -2.51％ 96.1 

平成 25年度 － -2.51％ 96.4 

平成 26年度 0.27％ -2.24％ 99.1 

平成 27年度 0.36％ -1.88％ 99.9 

平成 28年度 0.17％ -1.71％ 99.8 

平成 29年度 0.15％ -1.56％ 100.3 

平成 30年度 0.16％ -1.40％ 101.2 

令和元年度 0.09％ -1.31％ 101.7 

令和２年度 － -1.31％ 101.7 

令和３年度 － -1.31％ 101.5 

令和４年度 0.23％ -1.08％ 104.1 

令和５年度 0.96％ -0.12％ 107.4 

令和６年度 2.76％ 2.64％ 111.9 
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⑨ 過去５年間の春闘における賃上げ率 

 全体 中小企業（300人未満） 

令和６年度 5.10％ 4.45％ 

令和５年度 3.58％ 3.23％ 

令和４年度 2.07％ 1.96％ 

令和３年度 1.78％ 1.73％ 

令和２年度 1.90％ 1.81％ 

 



令和６年度第２回 野田市特別職報酬等審議会 【資料】 

 

資料１ 審議会の答申状況（報酬等の改定状況） 

資料２ 人口規模の類似する団体の議員報酬の状況 

 



野田市特別職報酬等審議会の答申状況（報酬等の改定状況） 【資料1】

議長 副議長 議員 市長 助役 収入役

S59 S59.12.4 S59.10.1 390,000 350,000 310,000 680,000 580,000 530,000 473,333

S60 S60.12.5 S60.7.1 400,000 360,000 330,000 730,000 610,000 550,000 496,667 23,333 104.9%

S61 S61.11.28 S61.4.1 409,000 368,000 337,000 745,000 623,000 561,000 507,167 10,500 102.1%

S62 S62.12.9 S62.4.1 415,000 374,000 342,000 755,000 632,000 569,000 514,500 7,333 101.4%

S63 S63.12.6 S63.4.1 424,000 382,000 350,000 772,000 646,000 582,000 526,000 11,500 102.2%

H元 H元.12.1 H元.4.1 437,000 393,000 360,000 795,000 665,000 599,000 541,500 15,500 102.9%

H2 H2.12.10 H2.4.1 452,000 406,000 372,000 800,000 675,000 609,000 552,333 10,833 102.0%

H3 H3.12.9 H3.4.1 470,000 422,000 386,000 820,000 700,000 632,000 571,667 19,333 103.5%

H4 H4.12.4 H4.4.1 483,000 434,000 397,000 843,000 720,000 650,000 587,833 16,167 102.8%

H5 H5.12.6 H5.4.1 492,000 442,000 405,000 859,000 734,000 663,000
今後、不均衡の是正に努められ
たい。

599,167 11,333 101.9%

H6 H6.12.9 H6.4.1 498,000 448,000 410,000 870,000 743,000 671,000 　 606,667 7,500 101.3%

H7 606,667 0 100.0%

H8  H8.4.1 886,000 757,000 683,000 613,667 7,000 101.2%

H9 H9.12.8 H9.4.1 547,000 492,000 450,000 972,000 831,000 750,000

今回は近隣都市との是正をする
ための引き上げであり、今年度
以降の報酬額の決定について
は、定期的に見直しをし近隣都
市との均衡を逸しないこと。

673,667 60,000 109.8%

H10以降 673,667 0 100.0%

R3 R3.11.9 ― 673,667 0 100.0%

R4 673,667 0 100.0%

R5 R5.11.14 ― 673,667 0 100.0%

※教育長、水道事業管理者は審議対象外（令和３年11月から審議対象）、収入役は平成18年度まで

 

前年比
増減額

前年比
増減率

改定なし

改定なし

審議会の開催なし

報酬等
平均額

審議会の開催なし

改定なし(地域手当の廃止)

改定なし

年度
審議会開催日
（答申日）

報酬等
改定日

特別職等の報酬等の額（円）
付帯意見



人口14～16万人台の市の議員報酬の状況 【資料２】

人数 順位 定数 実数 合計 順位 報酬月額 順位 報酬月額 順位 報酬月額 順位

茨城県 日立市 167,198 1 24 24 12,385,000 19 615,000 6 550,000 6 510,000 7

栃木県 小山市 167,043 2 28 28 14,400,000 5 600,000 8 540,000 9 510,000 7

北海道 苫小牧市 166,846 3 28 28 13,290,000 12 560,000 19 510,000 16 470,000 17

静岡県 磐田市 166,684 4 26 25 11,310,000 30 520,000 30 470,000 28 430,000 30

埼玉県 新座市 166,036 5 26 26 10,483,000 33 463,000 41 420,000 39 400,000 38

富山県 高岡市 164,053 6 27 26 14,850,000 2 645,000 4 580,000 4 545,000 5

北海道 帯広市 162,460 7 29 29 13,780,000 9 580,000 15 510,000 16 470,000 17

青森県 弘前市 161,958 8 28 28 14,599,000 3 610,000 7 547,000 8 517,000 6

宮崎県 都城市 161,394 9 29 26 11,720,000 28 500,000 33 420,000 39 400,000 38

神奈川県 秦野市 159,257 10 24 24 10,808,000 32 556,000 21 484,000 26 444,000 26

山口県 宇部市 158,521 11 28 28 13,269,000 13 551,000 23 498,000 22 470,000 17

岐阜県 大垣市 158,049 12 22 22 12,269,000 20 630,000 5 579,000 5 553,000 3

北海道 釧路市 157,519 13 28 28 13,880,000 6 600,000 8 540,000 9 490,000 13

三重県 松阪市 157,316 14 28 28 12,637,000 18 564,000 18 503,000 20 445,000 25

栃木県 栃木市 154,371 15 28 28 11,920,000 23 535,000 29 465,000 29 420,000 33

茨城県 ひたちなか市 154,097 16 25 25 11,855,000 25 541,000 26 504,000 19 470,000 17

兵庫県 川西市 154,071 17 24 24 13,870,000 7 701,000 2 629,000 2 570,000 2

千葉県 野田市 153,815 18 28 28 12,739,000 16 547,000 24 492,000 23 450,000 23

愛知県 刈谷市 152,984 19 28 28 13,800,000 8 590,000 11 548,000 7 487,000 14

長野県 上田市 152,484 20 30 29 13,421,000 11 542,000 25 475,000 27 443,000 27

東京都 東村山市 151,751 21 25 25 12,219,000 21 558,000 20 506,000 18 485,000 15

埼玉県 久喜市 150,913 22 27 26 11,166,000 31 483,000 39 433,000 37 410,000 35

愛媛県 今治市 149,730 23 30 27 14,890,000 1 585,000 13 529,000 14 492,000 12

愛知県 小牧市 149,715 24 25 25 12,722,000 17 596,000 10 534,000 12 504,000 9

埼玉県 狭山市 148,872 25 22 22 9,770,000 36 510,000 32 460,000 31 440,000 28

東京都 武蔵野市 147,809 26 26 26 14,470,000 4 670,000 3 600,000 3 550,000 4

東京都 多摩市 147,776 27 26 26 13,042,200 15 582,500 14 531,700 13 497,000 11

鳥取県 米子市 145,140 28 26 26 11,867,000 24 556,000 21 487,000 25 451,000 22

埼玉県 朝霞市 144,964 29 24 24 9,465,000 38 473,000 40 412,000 41 390,000 41

岐阜県 各務原市 144,940 30 24 22 11,760,000 27 570,000 16 520,000 15 485,000 15

埼玉県 入間市 144,732 31 22 20 9,213,000 40 493,000 36 440,000 35 414,000 34

沖縄県 沖縄市 142,283 32 30 30 13,105,000 14 520,000 30 461,000 30 433,000 29

埼玉県 戸田市 142,163 33 26 26 11,830,000 26 540,000 27 490,000 24 450,000 23

埼玉県 三郷市 141,942 34 24 24 10,400,000 34 490,000 38 450,000 33 430,000 30

茨城県 土浦市 141,613 35 24 24 11,344,000 29 570,000 16 500,000 21 467,000 21

埼玉県 深谷市 141,492 36 24 24 9,786,000 35 492,000 37 428,000 38 403,000 37

大阪府 守口市 141,243 37 22 22 13,608,000 10 702,000 1 666,000 1 612,000 1

栃木県 足利市 141,021 38 24 24 12,080,000 22 587,000 12 537,000 11 498,000 10

静岡県 藤枝市 140,979 39 22 22 9,135,000 41 500,000 33 435,000 36 410,000 35

茨城県 古河市 140,499 40 24 23 9,750,000 37 500,000 33 450,000 33 400,000 38

神奈川県 海老名市 140,172 41 22 22 9,427,000 39 536,000 28 451,000 32 422,000 32

41市平均 152,095 26 25 12,162,932 560,100 502,100 466,800
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